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【資　　料】

医療現場で看護師が行う意思決定支援の現状と課題

弥富祐樹 *　河口てる子 **

【要　　旨】
　本研究では、わが国における意思決定を「医療現場において患者が、検査や治療（延命治療を含む）を受け
るか否か、あるいはその方法や、退院先を選択する過程」とした。その過程で看護師が行う支援の現状と課題
について、意思決定支援の歴史的変遷と過去の看護実践に関する文献から検討した。
　その結果、わが国の医療現場における意思決定支援の様相は、欧米と同様にインフォームドコンセント

（Informed Consent; 以下 IC）からはじまり、現在はアドバンスケアプランニング（Advance Care Planning; 
以下ACP）を中心に取り組まれていた。しかし、わが国においては自己決定権を基盤に発展した欧米とは異な
り、文化的背景から患者本人の自己決定権という前提は重視されず、家族の意向が重視されていた。
　現在のわが国における意思決定支援では、医療現場で埋没しがちな「患者本人の価値観」を汲み取り、実現
に向けて働きかけるといった看護実践を促進していくことが課題として挙げられた。

【キーワード】医療現場，看護師，意思決定支援，ACP，IC
【利益相反】本研究における利益相反は存在しない。

Ⅰ．序論
　わが国における意思決定支援の起源は、2006年
に国連総会で採択され2008年に発効された「障害
者の権利に関する条約（以下障害者権利条約）」で、
2014年に批准書を寄託した際、「Supported decision 
making」という表現を「意思決定支援」と和訳し
た時からと言われている（遠藤, 2016, P. 83）。しか
し、「障害者権利条約」（外務省HP）をみると、正
確には「decision-making processes（意思決定の過
程）」である。その後の2013年に改正された「障害
者基本法」（内閣府HP）の第二十三条で「意思決定
の支援」という言葉が出てくるが、起源としては定
かではない。現在も、障害福祉や倫理学会、高齢
者福祉など様々な方面から意思決定支援への取り
組みが始まったため、「意思決定支援」について統
一的な定義はない。木口（2014）は、「自己決定支
援」と「意思決定支援」について、「障害者権利条

約」やわが国の制度から考察し、最終的に「意思決
定支援」の核に「自己決定」があると考えられる（p. 
31）と述べている。
　厚生労働省の発表している意思決定支援に関わる
ガイドラインは5つあり、対象者は障害者、認知症
の人、人生の最終段階を迎えた人、医療に係る意思
決定が困難な人、成年被後見人等である（厚生労働
省, 2020）。いずれも医療現場において汎用性はな
く、統一された意思決定支援の定義もない。
　そこで、本研究では、意思決定を「医療現場にお
いて患者が、検査や治療 （延命治療を含む）を受け
るか否か、あるいはその方法や、退院先を選択する
過程」とした。医療現場で看護師が行う意思決定支
援の現状と課題について、歴史的変遷や看護実践に
関する文献から明らかにすることを目的とした。本
研究結果は、医療現場で看護師が行う意思決定支援
について理解を深めるとともに、意思決定支援のあ
り方を検討するきっかけとなりうる。また、看護師
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が行う意思決定支援に関する研究の発展に寄与する
ことが期待できる。

Ⅱ．研究方法
　文献は、医学中央雑誌web版Ver. 5を使用し、
2020年5月～12月に期間を指定せず原著論文でキー
ワードを「意思決定支援」で検索した。文献のタ
イトル・抄録から、医学論文や症例研究を除外
し、意思決定支援の内容の分かる23文献を対象に
検討を行った。その他、意思決定支援に関するガイ
ドラインや参考書から検討を行い、国外の文献は、
PubMed、CINAHL with Full Text、COSMINの 検
索ツールを使用し「Decision make support」「Decision 
aids」で検索した。意思決定支援に関わる概念とし
て「インフォームドコンセント」「アドバンスケア
プランニング」「シェアードディシジョンメイキン
グ」についても検討を行った。
　ACPに関する看護実践ついても同時期に、医学
中央雑誌Web版Ver. 5を使用し「アドバンスケアプ
ランニング」を原著論文に限定し検索をしたところ
1015件が該当した。本文にアクセス可能な666件を
概観したところ、ほとんどが症例報告だったため、
ACPについて概念分析を行った研究2件（田代, 藤
田, 2017; 山本, 吉岡, 2020）と、ACPの文献レビュー
2件（谷本, 芥田, 和泉, 2018; 大濱, 福井, 2019）、
ACPの看護実践について半構成的面接を用いて質
的に検討した田代と藤田（2019）の研究、ACPに
ついて記載のある書籍（長江, 2018）から検討した。

Ⅲ． 国外の意思決定支援の歴史的変遷
Ａ．ICを背景にした意思決定支援のはじまり
　藤重ら（2020）によると、ICの精神は、ナチス
による非人道的な人体実験の反省から、1947年に
制定された「ニュルンベルク綱領」にはじまってい
る。米国においては、1957年のカリフォルニア州
での「サルゴ判決」において初めてICという言葉が
使用され、これを機に医師はICに必要な情報開示を
法的に義務づけられることとなった。この1950年
代から1960年代の米国では様々な社会変革運動が
あった。患者の人権運動においては、父性的な医師
主導の医療から患者中心の医療への変革が求められ、
1973年にアメリカ病院協会がICと自己決定権を柱
とする「患者の権利章典」を制定した。1978年に

はベルモント・レポートが発表され、「人権の尊重」
にはICが不可欠とされ、この倫理原則は医療倫理
の共通原則とされた。米国ではこのように、ICが
法律の場においても医療現場や研究の場においても
確立されていった。しかし、その後も、医療者側か
らの一方的な説明に対し、患者側が同意をするとい
う医師主導の意思決定に変容が見られなかったこと
や、急性期ケア領域における当事者へのICの適応
の限界（Karlawish, 1996）から、アドバンスディレ
クティブ（Advance Directive; 以下AD）を推進し
はじめることになった。
　以上のように、意思決定支援はICを背景に、「人
体実験への同意」や「治療を拒否する権利」といっ
た患者の自己決定権を守るための支援からはじまり、
その後、意思決定のあり方は、ICの適応の限界を
理由にADへと変化していった。

Ｂ．ICからAD・リビングウィルへ
　植村（2015, p. 207）によると、ADは「ある患者
あるいは健常人が，将来自らが判断能力を失った際
に自分に行われる医療行為に対する意向を前もって
意思表示すること」と定義されている。これは「医
療行為に関する患者から医療側への指示を文章化し
たもの（リビングウィル）」と「患者自らが判断で
きなくなった際の代理意思決定者の表明」の二つか
ら成り立つとされている。
　米国ではICの普及とともに、1970年代頃から延
命治療に疑問を持ち自然の経過に任せる「尊厳ある
死」を望む人が現れ、「リビングウィル」という言
葉が使われ始めた。リビングウィルの起源は、服
部（2005, p. 2）によると、「1967年に米国の死ぬ権
利を擁護する団体で活躍していた弁護士のルイス・
カットナーが、『患者が重症の意識障害にあり、本
人の精神的、身体的能力を取り戻すことができない
ならば医学的治療をやめるべき』と指示するための
文書としてリビングウィルを提案した」とされてい
る。これに関連する「自然死法」が、カリフォルニ
ア州で1976年に世界で初めてのリビングウィルに
関する法律として制定された。その後、1990年に
は米国全州に適応される患者自己決定法が成立し、
これに伴いADが広く認識されるようになった（長
江，2018, p.64）。このように、ADは意思決定支援
の取り組みとして1980年代に米国で推進され始め
た。しかし、患者自身が将来を予想することが困難
であったり、実際の状況が複雑なために内容を医療・
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ケアの選択に生かせなかったりといった理由などか
ら、1990年代には限界とされACPへの取り組みへ
と転換されていった （Connors et al. 1995）。
　このように、AD・リビングウィルは、ICの適応
の限界から意思決定の方法の一つとして推進され、
1990年には「患者自己決定法」が成立するまでに
至った。しかし、現場でADの内容を医療・ケアの
選択に生かすなどの効果は得られず、数年でACPへ
の取り組みへ転換されていった。

Ｃ．ACPによる意思決定支援
　ACPは、長江（2018, p. 62）によると、「米国医
師会で『患者が自分で意思決定ができなくなった場
合の将来的な医療について、医師、患者、家族、ま
たは代理意思決定者間で継続的に話し合うこと』と
し、近年では『将来の医療に関する個人の価値観、
人生の目標、選好を理解し共有することで、あらゆ
る年齢または健康段階の成人をサポートするプロセ
ス』とされ、その適応範囲に広がりをみせている」
とされている。
　ACPの歴史はまだ浅く、そのはじまりは、英国
のEmanuel, Danis, Pearlman, Singer（1995）がACP
について発表した時と言われている。Emanuel, 
Danis, Pearlman, Singerは、終末期医療における患
者の意向について書類を作成することに重点をおく
のではなく、その作成過程の話し合いの重要性を指
摘してACPを提案した。現在は各国で積極的に取り
組まれ、研究も行われている。ACPの効果につい
て、ランダム化比較試験に限定しシステマティック
レビューとメタ解析を行った研究（Houben, Spruit, 
Groenen, Wouters, Janssen, 2014）がある。これに
よると、対象は、がん、心疾患、慢性呼吸器疾患、
慢性腎不全、認知症、後天性免疫不全症候群、ナー
シングホーム、健康な高齢者、医療従事者など多岐
にわたっていた。ACPの効果については、AD作成
が増えたこと、患者と医療者が終末期について話す
機会が増えたこと、終末期について話すことで患者
が希望するケアが提供されたことなどが報告されて
いる。
　このように、ACPは歴史が浅いにも関わらず、広
い範囲・分野で行われており、現在の意思決定支援
の中核として取り組まれている。また、ADを作成
することを目的として誕生したACPであったが、現
在は、必ずしもAD作成を目的としたものではなく、
将来の医療に関する個人の価値観、人生の目標、選

好を理解し共有することで、あらゆる年齢または健
康段階の成人をサポートするとされ、様々な医療場
面にも活用されている。
　これまで、自己決定権を背景にした意思決定支
援の歴史的変遷について述べてきたが、ACPと同
様に意思決定の方法の一つとして現在注目されて
いるシェアードディシジョンメイキング（Shared 
Decision Making; 以下 SDM）についても以下に述
べる。SDMとは、「患者が適切な治療を選択するに
際して参加することが推奨されるプロセス、あるい
は、患者と医師が患者の価値観と嗜好と同様に最善
の科学的証拠を考慮に入れて医療の決定を一緒に行
う協力プロセス、などと表現される、医療におけ
る意思決定に際しての方法論のひとつ」とされて
いる（手嶋, 2011, p. 453）。現在も、わが国を含む
世界各国で取り組まれており、モデルも複数存在

（Charles, Gafni, Whelan, 1999; Whitney, McGuire, 
McCullough, 2004; Simon et al., 2006）している。
　SDMは、1960年代の消費者権利運動を起源とし
ている。「生産者－消費者」の関係において、生産
者ではなく消費者に権利があるとし、ケネディ大統
領の消費者の利益の保護に関する特別教書の中で、

「安全を求める権利」「知らされる権利」「選択する
権利」「意見をきいてもらう権利」を「消費者の4つ
の権利」としている（経済企画庁, 1972）。SDMに
ついての研究は、社会学・経済学・心理学・医学・
倫理学において1990年代半ばより増加した。その
影響を受け、医療においては、SDMが典型的なパ
ターナリズムアプローチにとって変わる「パラダ
イムシフト」として捉えられていた（有田, 2012）。
辻（2007） は、Karlawish（1996） を 引 用 し、「 急
性期ケア領域における当事者へのインフォームド・
コンセントの適応の限界からSDMの可能性を論じ、
特に看護職と患者の家族を巻き込み、相互交流を
行うことの重要性を強調している」（p. 15）と述べ
ている。その後、2010年代には論文数がICに関す
る研究・報告数を超えるなど、ACPと同様にSDM
に関する研究も多く行われるようになった。現在
SDMは、2型糖尿病・小児科・手術・ICU・腫瘍・
重症疾患など様々な分野で取り組まれており、シス
テマティックレビューも複数報告（Kashaf, Mcgill, 
Berger, 2017; Wyatt, List, Brinkman, Prusky, Ashi, 
et al, 2015; de Mik, Stubenrouch, Balm, Ubbink, 
2018; Michalsen, Dekeyser, White, Jensen, Metaxa, 
et al, 2019; Covvey, Khalid, Erin, Zumi, Trupti, et 



64

医療現場で看護師が行う意思決定支援の現状と課題

al, 2019; Austin, Mohottige, Sudore, Smith, Hanson, 
2015）されている。また、米国の保健向上研究部
門のホームページにはThe SHARE Approachとして
掲載されるなど、意思決定プロセスにおける重要な
概念の一つとなっている。
　以上のように、SDMは、自己決定権を基盤とし
たICやACPとは異なり、消費者権利運動を起源と
している。医療分野においては、2010年代から現
在に至るまで、意思決定の方法の一つとしてACPと
同様に積極的に取り組まれている。

Ⅳ．わが国における意思決定支援
Ａ．わが国における意思決定支援の様相とその背景
　わが国における意思決定支援もICをきっかけに
始まっており、日本医師会生命倫理懇談会が1990
年に「説明と同意」と訳して発表し、その後1997
年に、医療法の改定に伴い努力義務化された。看護
においても、この「説明と同意」と訳されたICの
普及に伴い、意思決定支援への取り組みがはじま
り、ICに関連した研究も多くなされるようになった

（石原，門司，小林，橋村，松武，2001; 西尾, 藤井，
2011; 白鳥，2013; 後藤ら, 2014; 深山; 2016）。
　ADは、日本尊厳死協会（旧名は日本安楽死協会）
が主に取り組んでいた。射水市民病院で2005年に
起きた「人工呼吸器取り外し事件」をきっかけに、
社会的にもリビングウィルが注目された。これを機
に、エンディングノートや終活という言葉が一般社
会にも広まったが、法制化はされていない。その
後、厚生労働省が2007年に終末期医療の決定に関
するガイドラインを策定し、日本救急医学会、日本
医師会などがそれぞれ独自に指針を提案した。しか
し、ADの位置づけについては不明確となっている

（長江，2018, p. 64）。大濱と福井（2019）は、「2012
年に日本老年学会の『高齢者の終末期の医療および
ケア』に関する『立場表明』が改定され、ADの導
入を検討すべき課題と提案されたことから、ADの
存在およびその重要性が広く認知されてきたことが
推察できる」（p. 270）と述べているが、リビングウィ
ル・ADは、米国と同様に実施率が低く（高橋，菅谷，
鈴木，石津，布施，2016）、医療現場への普及には
至らなかった。
　ACPについてわが国で詳細な記述がされたのは、
2005年に開催された日本緩和医療学会が主催する
EPEC-Oプ ロ グ ラ ム（Education for Palliative and 

End-of-life Care-Oncology）とされている（長江, p. 
68）。ACPは、ADの作成に至る話し合いのプロセス
を指しており、話し合われる内容はADと変わらな
いが、ADで作成された指示書に焦点が当たってい
るのか、話し合いのプロセスに焦点が当たっている
のかの違いだとされている（長江，p.65）。ACPが
医療現場や社会に認知されるようになったのは、「患
者の希望に応じた看取りの推進」等の診療報酬改定
に伴い、厚生労働省（2018a）がACPの内容を追加
した「人生の最終段階における医療・ケアの決定プ
ロセスに関するガイドライン改訂版」を発表し、同
年にACPを「人生会議」の愛称で公表した時からで
ある。さらに、日本老年医学学会（2019）が「ACP
推進に関する提言」を発表したことから、がん領域・
終末期医療以外の分野でも認知され、高齢者の意思
決定支援に関する研究もなされるようになった（小
川，小松，前田，浦野，2020; 手塚，坪井，2020）。
　わが国におけるSDMの歴史はまだ浅く、正木と
津谷（2010）によると、厚生労働省の診療ガイド
ライン研究班が、2001年から3年毎にテーマを定め
て検討をはじめたことがきっかけである。第1期は
エビデンスベースドメディシン（Evidenced Based 
Medicine）を指向した「診療ガイドライン」作成の
ための方法論の検討が行われた。2007年の第3期で
は、より明確に患者・一般国民との情報共有の重要
性を取り上げ、患者らも交えて一緒に決めるSDM
を行うことの重要性を明示した「診療ガイドライン」
の改定作業が進められた。現在では「透析の開始と
継続に関する意思決定プロセスについての提言」（日
本透析医学会, 2020）の中でSDMについて明示され
ているが、普及しているとは言い難く、その実践内
容に関する研究も未だ少ない（辻，2007）。
　わが国の意思決定支援の様相は、ICは日本医師
会から、ADは日本尊厳死協会、ACPは日本緩和医
療学会とそれぞれ異なった背景から発信されていた。
しかし、欧米と同様ICに始まり、ADを経て、現在
はACPを中心に取り組まれるようになっていた。医
療現場ではICが普及し、現在は、ACPを中心とし
た意思決定支援が積極的に取り組まれている。

Ｂ．IC・ACPの概念の変化
　わが国におけるICについて、門司, 永田, 青柳

（2001）は「『説明と同意』の考え方はICを患者と
医師の信頼関係を確立する上での不可欠な原則、医
の倫理とした点は理解できるが、一方で患者の人権



65

日本赤十字北海道看護大学紀要　第24巻　2024 

擁護のための法理としての意義を強調できなかっ
た。現在でも、医師が説明し患者が同意することが
ICであるという考えが一般的である。」（p. 106）と
述べている。また、ICが本来の「人体実験への同
意」や「治療を拒否する権利」といった内容が強調
されずに使用され （樋口，2012; 清水, 2015）、「医
療者からの十分な説明を受けた上での納得と同意、
選択」という定義で一般的に理解されており（沖野，
2002）、ICがわが国に輸入された際に、欧米と同じ
意味や内容で普及することはなかった。星野（1994）
は、「日本に馴染む『インフォームド・コンセント』
の在り方の提言」として「患者と家族の希望や方針
も医師に理解してもらい、医師と患者・家族との連
携を良くして、患者中心の医療を実施するのが、現
在の日本に受け入れられやすい『インフォームド・
コンセント』の在り方であろうと考えます」と述べ、
弁護士連合会（2015）は「総合的な意思決定支援
に関する制度整備を求める宣言」の中で「医療行為
が必要な場面における医師の十分な説明に基づくイ
ンフォームド・コンセントの実践においても、意思
決定に困難を抱えた高齢者・障がい者については家
族等に対して行われることが多く、本人に対しその
特性に応じて理解できるような説明と同意が試みら
れる実践は限られている。（p. 6）」と、わが国にお
けるICの課題を指摘している。
　現在わが国において意思決定支援として取り組ま
れているACPも、欧米と同じ意味や内容で普及はさ
れていない。わが国のACPに関する研究では、概念
分析で「患者らしさ、価値観の探求」「患者・家族・
医療者がともに」「終末期ケアに関すること」「継続
的な対話」が抽出され（谷本，芥田，和泉，2018; 
大濱，福井; 2019）、ACPの看護実践からは、「患者
の価値観の尊重」「意思決定支援のアプローチ」「終
末期のことに関する取り決め」「継続的な取り組み」
の4つの局面に分類される（田代，藤田，2019）など、
米国のACPと同じような概念で述べられていた。一
方で、「本人のゴール・希望を理解するための話し
合いなしの意思決定もACPとするなど、研究者間で
ACPの概念の混乱がみられることも明らかとなっ
た」（谷本, 芥田, 和泉, 2018, p. 352）とされている。
ACPが「個人」に対して行われている欧米と比較
し、「日本には古くから『集団性』という文化があり、
高齢者における『その人の思い』は『家族が望むよ
うに』という場合も多々ある」（大濱，福井，2019, 
p. 274）と述べられ、家族を中心とした関わりが重

要であるとされている。また、ACP実践モデルに
おける意思決定支援の3本柱には「家族の意向」（長
江，2018, p. 78）が含まれており、本人の意思に反
して家族の希望で医療行為が行われるという事例も
起きている（高田，2020）。一言と松見（2004）は、
相互独立的自己観と相互協調的自己観について述
べ、その中で「日本文化で優勢とされる相互協調的
自己観とは、『自己は周囲の重要な他者と繋がって
いるという認識を持ち，行動は周囲の人間や状況に
依存し，人間は集団の成員として調和を保つように
動機づけられていると考える自己観』である」（p.59）
としており、前述した大濱と福井（2019）の「集団性」
を意味している。
　これらのように、欧米と文化的背景の異なるわが
国では、患者本人の自己決定権という前提は重視さ
れず、集団性という文化背景から、家族の意向が重
視されていた。

Ｃ．IC・ACPを背景にした看護師の意思決定支援
　看護師のICに関する研究は、医師からの説明に
関する支援に関連したものが多い。看護師のICに
対する認識と役割行動について実態調査を行った研
究（石原, 門司, 小林, 橋村, 松武, 2001）では、質
問紙を先行研究から作成し、看護師の役割として「患
者の判断能力をアセスメントする」「説明前の医師
との情報交換」「説明場所の設営」「説明時の同席」

「説明後の患者の理解度の確認」「医師説明後の補足
説明」「医師説明後患者への助言」「患者の理解度を
医師に報告」「説明後の精神的ケア」「必要に応じて
再度医師に説明を依頼」「説明内容の記載」の11項
目を設定している。後藤ら（2014）もICにおける
看護師の役割として、先行研究から「医師との連携、
医師への仲介」「情報提供、補足説明」「環境の調整」

「精神的ケア」「家族のサポート」「自己決定等、同
意に対するサポート」「信頼関係の構築」「ICの記録」
の8項目を設定している。深山 （2016） も、後期高
齢患者のICに関わる11名の看護師に、半構成的面
接を実施し支援内容について質的に分析を行い、「医
師には言えない本音を受け止める」「ICに参加し後
期高齢患者や家族の反応を観る」「IC後に後期高齢
患者の理解度や受け止め方を確認する」「IC後に後
期高齢患者が安心し、納得できるように医師と患者
の架け橋となる」「後期高齢患者が自分で考えられ
るようにわかりやすく時間をかけて説明する」「積
極的治療を望むのか、対症療法を望むのか治療への
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思いを捉える」「後期高齢者と家族が話しあえる機
会を設ける」「IC後も継続して理解度や言動の経過
を観て支援を考える」「他職種で効果的にICに関わ
る」「看護師同士で患者の発言や様子を共有する」
の10のカテゴリーを抽出している。いずれも、説明
に関わる「IC後に後期高齢患者が安心し、納得で
きるように医師と患者の架け橋となる」といった「医
師との連携」や「後期高齢患者が自分で考えられる
ようにわかりやすく時間をかけて説明する」などに
ついて述べられており、「治療を拒否する権利」な
どといった内容は含まれていない。これらのように、
わが国においてICは、「説明と同意」として医療現
場に普及しており、ＩＣに関連した意思決定支援と
して【説明に関わる支援】が共通して行われていた。
　ACPに関する看護実践について、田代と藤田

（2017）は国内外の37件を分析し、14のサブカテゴ
リーから、「患者らしさの探求」「エンドオブライフ
ケアの取り決め」「患者主体の人生計画」「対話に基
づく確かな共有」「継続的な取り組み」の5つのカテ
ゴリーを抽出した。これにより、ACPの定義を「が
ん患者のエンドオブライフを見据え、意思決定能力
の低下に備えて、患者や家族、患者の大切な人、医
療従事者がともに患者らしさを探求し、患者を主体
としながらエンドオブライフケアにおける対話のプ
ロセスを共有していく継続的な取り組み」として
いる。同様にACPの概念分析を行った山本と吉岡

（2020）は、国内外の42文献にハンドサーチで関連
する書籍3件を加えた45件を分析対象とし、「希望
を持ちながら最悪の事態への備え」「その人の価値
の探求」「疾患管理を見据えた生活の編み直し」「病
みの軌跡に関する認識を合わせること」「納得した
ケアゴールに向けた対話」「段階的で継続的な取り
組み」「患者の意思をつむいでいくこと」の7カテ
ゴリーを抽出した。これによりACPの定義を「患
者が家族・医療者とともに価値を探求し、疾患管理
のための生活の編み直しをしながら、最悪の事態の
備えとして、病みの軌跡に関する認識を合わせるこ
とや、納得したケアゴールに向けた対話を繰り返
し、患者の意思をつむいでいくプロセス」としてい
る。これら2件の概念分析の結果には、「患者らしさ、
価値観の探求」「患者・家族・医療者がともに」「終
末期ケアに関すること」「継続的な対話」など共通
点が多くみられている。また、ACPの実践経験を持
つ12人の看護師にインタビューを行った田代と藤
田（2019）は、ACPを「患者の価値観の尊重」「意

思決定支援のアプローチ」「終末期のことに関する
取り決め」「継続的な取り組み」の4つの局面に分類
している。これらも、ACPの主要な要素である「患
者らしさ、価値観の探求」「患者・家族・医療者が
ともに」「終末期ケアに関すること」「継続的な対話」
と共通していた。
　以上より、意思決定支援について統一的定義はな
かったが、ICやACPを背景に行われてきた看護実
践で共通する項目を以下に整理した。「説明を希望
するか確認すること」「患者の判断能力をアセスメ
ントする」「説明後の患者の理解度の確認」「医師説
明後の補足説明」「患者の理解を確かめる」「医師の
説明を補う」（西尾，藤井，2011; 白鳥, 2013; 後藤ら, 
2014; 深山，2016）などを【説明に関する支援】と
し、「家族のサポート」「家族内での意向の対立への
対応」「後期高齢者と家族が話しあえる機会を設け
る」「患者と家族の関係を保つ」（立野，山勢，田戸，
藤田，2014; 齋藤，石橋，山下，正木，2019; 大
濱，福井，2019）などを【家族等への支援】とした。
また、「患者が自らの価値観を認識できるよう促し、
その価値観を支持する」、「患者らしさの探求」、「日々
のケアの中から好みや価値を汲み取る」（田代，藤
田，2019; 長江, 2018; 山本，吉岡，2020）などを【患
者の価値観の探求と尊重】とし、「終末期に関する
取り決め」「継続的に話し合っていくこと」「納得し
たケアゴールに向けた対話」「対話に基づく確かな
共有」「継続的な取り組み」「病みの軌跡に関する認
識を合わせること」（田代，藤田，2019; 山本，吉岡，
2020）を【継続的な話し合い】とした。
　このように、わが国の医療現場における意思決定
支援は、欧米からIC・ACPを取り入れながら変化
しており、現在医療現場で実践されている意思決定
支援は【説明に関する支援】【家族等への支援】【患
者の価値観の探求と尊重】【継続的な話し合い】が
共通していた。

Ⅴ．考察
　星野（1994）は、わが国に受け入れられやすい
ICとして、患者への関わりだけではなく、家族への
関わりも重要であると述べている。一方で、ACPに
おいては、家族を中心とした関わりが重要である（大
濱, 福井, 2019, p. 274）と言われるほど、医療現場
では家族に焦点が当てられている。そのため、意思
決定に困難を抱えた高齢者や障害者へのICは、家族
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等に対して行われることが多い（日本弁護士連合会, 
2015）。また、本人は希望しないと思いつつも、家
族が胃瘻を希望したり（長江，2018）、本人の意思
に反して、家族が要請した救急車で救命処置として
挿管等がされる（高田，2020）といった問題がある。
　これらの問題は、医療現場において、患者本人よ
り家族の意向を重視することに起因している。つま
り、自己決定権が基盤にあり自尊心が主観的幸福感
に大きな影響を与えている米国からACPを輸入し
た結果と考えられる。しかし、集団性を重んじるわ
が国では、「家族の意向」が患者本人の価値観より
も強調されていることが影響していると考えられる。
　これまでの文献検討の結果、わが国の医療現場に
おける意思決定には、相互協調的自己観（一言，松見，
2004）という文化的背景が影響していた。これに
より、患者自身が「家族が望むように」と、自分の
ことよりも家族の意向を優先していた。そのため、
医療現場では家族の意向に焦点が当たり、家族を中
心とした関わりが重要である（大濱，福井，2019, p. 
274）とされるまでになった。その結果、「患者本
人の価値観」が埋没してしまい、医療現場で表出さ
れない問題があった。意思決定に際し、「家族の言
う通りに」あるいは「お任せします」と言った患者
に対しても、看護師が、「その人らしく生きること」
に繋がる価値観（手塚, 坪井, 2020）を、日々のケ
アの中から汲み取るといった支援（長江, 2018）を
行い、患者が真に望む過ごし方を実現するよう働き
かけていく必要がある。つまり、医療現場で行われ
ている意思決定支援は、家族の意向が重視され、患
者本人の価値観が表出されないという問題があった。
そのため、医療現場で埋没しがちな「患者本人の価
値観」を汲み取り、実現に向けて働きかけるといっ
た看護実践を促進していく必要がある。

Ⅵ．結論
１．医療現場における意思決定支援の様相は、欧米

と同様ICにはじまり、ADを経て、現在はACP
を中心に取り組まれている。

２．医療現場における意思決定支援は、自己決定権
を基盤に発展した欧米とは異なり、文化的背景
から患者本人の自己決定権という前提は重視さ
れず、家族の意向が重視されていた。

３．意思決定支援の課題は、医療現場で埋没しがち
な「患者本人の価値観」を汲み取り、実現に向

けて働きかけるといった看護実践を促進してい
くことである。
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